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いわき市農業委員会の沿革 

昭和41年10月１日 
５市４町５村が合併し、「いわき市」が誕生。 

旧14市町村に地区農業委員会が存続。 

昭和44年７月20日 
委員の任期満了に伴い、方部別に合併。 

東部・中部・南部・北部・西部及び三和の６農業委員会発足。 

昭和46年８月30日 三和農業委員会委員の任期満了に伴い、５農業委員会となる。 

昭和47年７月20日 「いわき市農業委員会」として発足。 

昭和57年７月20日 発足10周年記念式典挙行。 

平成４年11月１日 発足20周年記念式典挙行。 

平成５年８月18日 いわき市農業委員会地区審議会を設置。 

平成９年４月７日 平字上川原83－１へ事務局移転。 

平成11年３月６日 平鎌田町３-３区画整理により住所変更。 

平成12年３月27日 平字堂根町４-８（いわき市役所東分庁舎５階）へ事務局移転。 

平成14年６月27日 発足30周年記念式典挙行。 

平成17年７月20日 農業委員会法改正に伴い、選任２号委員の定数を５人から４人に改正。 

平成20年７月20日 
いわき市農業委員会委員一般選挙に合わせ、選挙委員の定数を40人か

ら32人に改正。 

平成24年12月26日 発足40周年記念式典挙行。 

平成26年６月16日 東分庁舎耐震化工事に伴い、内郷支所２階に事務局一時移転。 

平成27年６月１日 耐震化工事の一部終了に伴い、東分庁舎で業務再開。 

平成30年７月８日 

農業委員会法改正に伴い、議会の同意を得て市長が任命する農業委員

（定数24人）、農業委員会が委嘱する農地利用最適化推進委員（定数

32人）で構成する、第16期いわき市農業委員会として新体制に移行。 

 

（単位：人） 

市人口 326，955 

基幹的 

農業従事者数 
 2,901 

 

 

 

 

市域面積 123,226ha 

経営耕地面積 456,888ａ 

 田 399,441ａ 

 畑 53,213ａ 

 樹園地 4,234ａ 

※市人口・市世帯数・市域面積は 

 令和４年４月１日現在 

※その他は2020年農林業センサス 

（単位：戸） 

市世帯数 140，958 

総農家数 4,960 

 販売農家数 3,116 

 自給的農家数 1,844 
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令和３年度いわき市農業委員会組織図 

構成員 主たる所掌事務 

農業委員 

２４人 

(1)委員及び職員に関する事項に関すること 

(2)規則等の制定・改廃に関すること 

(3)業務計画・業務報告の承認に関すること 

(4)農地等の利用の最適化の推進に関する意見の作成等に関す

ること 

(5)農地法等に基づく農地等の利用調整に関すること 

(6)農地等として利用すべき土地の農業上の利用の確保に関す

ること 

(7)法人化その他農業経営の合理化に関すること 

(8)農業一般に関する調査及び情報の提供に関すること 

(9)農業者年金に関すること 

農地利用最適化推進委員 

３２人 

(1)農地等の利用の最適化の推進に関すること 

(2)遊休農地の発生防止・解消に関すること 

(3)担い手への農地利用の集積・集約化に関すること 

(4)新規参入の促進に関すること 

(5)農地移動適正化あっせん事業に関すること 

 

 

 

 

局長 

（１人） 

 

 

農政振興係 

（５人） 

※主任技能員

１人含む 

(1)庶務全般（人事、予算、公印・文書管理、規則、広報） 

(2)業務計画、業務報告に関すること 

(3)総会、役員会に関すること  

(4)農地台帳及び農地の地図に関すること 

(5)農業者年金に関すること 

(6)法人化その他農業経営の合理化に関すること 

(7)農業一般に関する調査及び情報の提供に関すること 

農地調査係 

（４人） 

(1)農地等の利用の最適化の推進に関すること 

 

次長 

（１人） 農地審査係 

（５人） 

(1)農地法等に基づく農地等の利用調整に関すること 

(2)農地所有適格法人に関すること 

(3)農地中間管理事業に関すること 

合 計（１６人） 

  
 

 

 

 

 

 

 

 

事 務 局 
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農業委員及び農地利用最適化推進委員名簿 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第16期農業委員 第1７期農業委員

議席
番号 氏　　名 住所地区 役　職

議席
番号 氏　　名 住所地区 役　職

1 草野　 庄一 小川 会長 1 木田 テイ子 平

2 坂本 　和德 勿来 2 四家   　誠 平

3 蛭田　 元起 勿来 会長職務代理者 3 志賀  　 幸 平

4 遠藤 　重和 小名浜 4 草野　 庄一 小川 会長

5 藁谷　 昭夫 三和 5 田子 　耕一 小名浜

6 鈴木　 義直 平 6 藁谷　 昭夫 三和

7 草野 久仁昭 三和 7 遠藤 　重和 小名浜

8 箱﨑 　寿正 平 8 佐川 　良平 常磐

9 松本 　英人 川前 9 油座　 盛明 田人

10 油座 　勝三 遠野 10 岡村　 泰典 四倉

11 新妻　 信夫 平 11 鈴木　   理 平

12 佐川 　良平 常磐 12 生田目　祥明 遠野

13 鈴木　   理 平 13 菅野　   綾 好間

14 蛭田　 秀史 田人 14 石井　 英毅 四倉

15 髙木　 眞一 小名浜 15 新妻　 信夫 平

16 木幡　 仁一 平 16 平田　 敬一 平

17 菅波　 一郎 平 17 箱﨑 　寿正 平

18 大竹　 公治 三和 18 鈴木　 義直 平

19 油座　 盛明 田人 19 中根　まり子 平

20 岡田 　光男 四倉 20 坂本 　和德 勿来

21 和田 　正人 四倉 21 新妻 　公二 川前

22 木田 テイ子 平 22 大竹　 公治 三和

23 小泉　 昌男 常磐 23 木幡　 仁一 平

24 佐藤 　吉行 遠野 24 蛭田　 元起 勿来 会長職務代理者

任期：平成30年7月8日～令和3年7月7日 任期：令和3年7月8日～令和6年7月7日

（令和4年3月31日現在）
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第16期農地利用最適化推進委員 第17期農地利用最適化推進委員 （令和4年3月31日現在）
整理
番号 氏　名 役　職

整理
番号 担当地区 氏　名 役　職

1 愛川　卓司 （北部）副幹事長 1 木村　　茂 （中部）幹事長

2 鈴木　久勝 2 冨岡　正治

3 根本　　効 3 長瀬　　紘

4 根本　重光 4 根本　俊男 （中部）副幹事長

5 飯高　敬一 ※１ 5 四家　功二

6 小川　　智 6 四家　喜則

7 佐藤　智春 7 宍野　正秋 ※

8 矢内　安宏 8 渡邊　弘幸

9 阿部　浩二 9 菅野　嘉晴

10 佐藤　哲男 （北部）幹事長 10 竹原　公一

11 松本　正美 11 吉田　忠夫 代表幹事／（南部）幹事長

12 木村　　茂 12 安島　祐太郎

13 長瀬　　紘 代表幹事／（中部）幹事長 13 櫛田　耕平

14 根本　俊男 14 齋藤　元明

15 渡邉　和夫 15 三戸　　進 副代表幹事／（南部）副幹事長

16 菅野　泰一 16 蛭田　金治

17 四家　　誠 副代表幹事／（中部）副幹事長 17 阿部　克典

18 四家　功二 18 佐藤　智春 ※

19 四家　喜則 19 三戸　豪士 ※

20
内郷
好間

鈴木　康彦 20 松本　正美 （北部）幹事長

21 菅野　嘉晴 21 愛川　卓司

22 竹原　公一 22 岡田　光男

23 吉田　忠夫 （南部）幹事長 23 ※

24 齋藤　元明 ※２ 24 根本　　効

25 安島　祐太郎 25 古市　邦男

26 櫛田　耕平 26 大竹　保男

27 三戸　　進 （南部）副幹事長 27 折笠　孝男

28 蛭田　金治 28 蛭田　壽子

29 大竹　保男 29 緑川　利康

30 髙木　敏雄 30 小川　　智

31 蛭田　壽子 31 白石　保基

32 蛭田　正美 32 矢内　安宏 （北部）副幹事長

　任期：平成30年７月17日～令和３年７月７日 　任期：令和３年７月20日～令和６年７月７日
（※１　任期：平成30年10月１日～令和３年７月７日） （※任期：令和３年９月１日～令和６年７月７日）
（※２　任期：令和２年１月１日～令和３年７月７日）

内　郷
好　間
三　和

中
　
　
　
部

平１区

平２区

担当地区

北
　
　
　
部

四　倉
久之浜
大　久

小　川
川　前

三　和

南
　
　
　
部

小名浜
常　磐

勿　来

遠　野
田　人

遠　野
田　人

四　倉
久之浜
大　久

小　川
川　前

平１区

平２区

小名浜
常　磐

勿　来
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※会議の運営・実施主体は、 ◆人・農地プラン作成の側面的支援や

　現場活動の主役である推進委員 　農地中間管理機構との連携

※地区の担い手（認定農業者等）は、 　の結果や状況の確認、情報交換、情報共有

　案件に応じて出席 ◆地区内の具体的な農地の利用調整に関すること

必要に応じて 推進委員、農業委員（オブザーバー） ◆地区内の農地の利用状況調査や利用意向調査

農地利用最適化推進委員地区審議会（各地区で開催）
開催頻度 構　　成　　員 主たる所掌事務

四倉、久之浜、大久、
小川、川前、三和

平１区、平２区、
内郷、好間

小名浜、常磐、勿来、
遠野、田人

※農業委員等は、案件に応じて出席 ◆農地等の利用の最適化の推進に関する指針の策定・

　変更に対する意見の具申

≪　各地区で互選された幹事長・副幹事長　≫

【北　部】 【中　部】 【南　部】

必要に応じて 各地区審議会の幹事長・副幹事長６名 ◆地区審議会相互の情報交換、情報共有及び連絡調整

農地利用最適化推進委員地区審議会幹事会
開催頻度 構　　成　　員 主たる所掌事務

◆組織の運営上必要な各種調整に関すること

◆総会から委任を受けた事項に関すること

　（許認可等の案件を除く）

必要に応じて 会長、会長職務代理者　 ◆総会に付議すべき事項に関すること　

農業委員会役員会
開催頻度 構　　成　　員 主たる所掌事務

　出席

　副代表幹事は、案件に応じて ◆許認可等の議決

※地区審議会幹事会の代表幹事・ ◆計画、指針、意見等の決定

　いわき市農業委員会体制図　

原則毎月 農業委員24名 ◆合議体としての意思決定

農業委員会総会
開催頻度 構　　成　　員 主たる所掌事務

推進委員１２名

農業委員７名

合計１９名

推進委員８名

農業委員１０名

合計１８名

推進委員１２名

農業委員７名

合計１９名

（第 16期） 

   

 

（17期） 
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農業委員会全員協議会

開催頻度 構　成　員 主たる所掌事務

推進委員32名 ◆合同研修会等の開催

必要に応じて 農業委員24名 ◆委員相互の情報交換、情報共有及び親睦

◆その他委員の職務遂行に関すること

農業委員全体会議

開催頻度 構　成　員 主たる所掌事務

必要に応じて 農業委員24名

◆その他委員の職務遂行に関すること

◆委員相互の情報交換、情報共有及び親睦

◆合同研修会等の開催

農地利用最適化推進委員全体会議

開催頻度 構　成　員 主たる所掌事務

◆その他委員の職務遂行に関すること

必要に応じて 推進委員32名 ◆委員相互の情報交換、情報共有及び親睦

◆合同研修会等の開催

◆農業委員会だよりの編集・作成

農業委員会だより編集委員会

開催頻度 構　成　員 主たる所掌事務

農業委員６人

必要に応じて 会長職務代理者

　第16期いわき市農業委員会体制図　
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業務報告（総括） ※特に記載がない限り令和３年４月～令和４年３月末実績 
 

１．主たる会議等の開催実績 

№ 会議等名称 
開催 

回数 

出席委員 

延べ人数 
備 考 

１ 総会 14回 322人  

２ 役員会 12回 23人  

３ 農業委員会だより編集委員会 ７回 49人  

４ 農地利用最適化推進委員候補者評価委員会  ３回  21人  

５ 農地利用最適化推進委員地区審議会幹事会  ２回  16人  

６ 農地利用最適化推進委員北部地区審議会  ２回 31人  

７ 農地利用最適化推進委員中部地区審議会  ２回 31人  

８ 農地利用最適化推進委員南部地区審議会  ２回 39人  

９ 農業委員会全員協議会 ５回 256人  

10 農業委員全体会議 １回 20人  

11 農地利用最適化推進委員全体会議 １回 27人  

 

２．現地調査（議案分）の実績 

実施月 実施述べ日数 
出席農業委員 

延べ人数 
調査件数 調査面積（合計） 

４月  1日間  4人  19件   266ａ 

５月  2日間  8人  29件   8,437ａ 

６月  1日間  4人  20件   480ａ 

７月  1日間  4人  18件  458ａ 

８月  1日間  3人  14件   255ａ 

９月  2日間  7人  16件   312ａ 

10月  1日間  4人  18件   398ａ 

11月  1日間  4人  12件   367ａ 

12月  1日間  4人  18件   291ａ 

１月  2日間  6人  27件  461ａ 

２月  1日間  4人  14件   303ａ 

３月  2日間  8人  21件   451ａ 

合 計 16日間 60人 226件 12,479ａ 
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３．許認可業務の実績 

 

（１）農地法に基づく権利移動等実績 

関係条項 
件 数（件） 面積（ａ） 

許 可 届 出 小 計 許 可 届 出 小 計 

農地法第３条 129 ― 129 2,910 ― 2,910 

農地法第４条 6 19 25 320 137 457 

農地法第５条 108 180 288 1,188 1,076 2,264 

合  計 243 199 442 4,418 1,213 5,631 

※端数を四捨五入しているため合計値等が一致しない場合があります。 

 

〔事務概要〕 

関係条項 受付締切日 指令（受理）書交付 備 考 

農地法第３条 毎月26日 翌月26日 ― 

農地法第４条・５条 

（許可） 
毎月26日 翌月26日 

４haを超える転用申

請は、総会後県へ進

達 

農地法第４条・５条 

（届出） 

①毎月５日 

②毎月20日 

①同月15日 

②同月末日 
事務局長専決 

※農地法第３条：農地の権利移動（売買・賃貸借・使用貸借等） 

※農地法第４条：自己が所有する農地の転用 

※農地法第５条：権利移動を伴う農地の転用 

※許可：市街化区域以外の農地、届出：市街化区域内の農地 

 

（２）利用権設定等促進事業（農用地利用集積計画の決定・公告）実績 

項 目 
出し手 受け手 田 畑等 合 計 

（人） （人） 筆数 面積（a） 筆数 面積（a） 筆数 面積（a） 

新 規 874 341 3,158 32,116 215 1,035 3,373 33,151 

再設定 81 43 219 3,022 12 87 231 3,110 

合 計 955 384 3,377 35,138 227 1,122 3,604 36,260 

※農地の出し手と受け手が同席し、農用地利用集積計画に調印する「農用地利用調整会議」

は年間12回開催 

※端数を四捨五入しているため合計値等が一致しない場合があります。 
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（３）農地中間管理事業（農地中間管理権の取得・再配分）実績 

地区名 
出し手 受け手 田 畑等 合 計 

（人） （人） 筆数 面積（a） 筆数 面積（a） 筆数 面積（a） 

平 309 124 1,054 9,195 8 47 1,062 9,243 

小名浜 0 0 0 0 0 0 0 0 

勿来 245 33 398 6,159 9 115 407 6,274 

常磐 0 0 0 0 0 0 0 0 

内郷 0 0 0 0 0 0 0 0 

四倉 291 162 1,613 15,136 198 872 1,811 16,007 

遠野 0 0 0 0 0 0 0 0 

小川 1 1 6 101 0 0 6 101 

好間 0 0 0 0 0 0 0 0 

三和 7 7 24 495 2 16 26 511 

田人 0 0 0 0 0 0 0 0 

川前 0 0 0 0 0 0 0 0 

久之浜・大久 0 0 0 0 0 0 0 0 

合 計 853 327 3,095 31,086 217 1,051 3,312 32,136 

※事業主体は農地中間管理機構として福島県から指定された（公財）福島県農業振興公社 

※端数を四捨五入しているため合計値等が一致しない場合があります。 

 

（４）農地中間管理機構の特例事業（農用地の売買）実績 

項 目 件数 
田 畑等 合 計 

筆数 面積（a） 筆数 面積（a） 筆数 面積（a） 

公社買入 1 4 86 0 0 4 86 

公社売渡 1 4 86 0 0 4 86 

合 計 2 8 173 0 0 8 173 

※事業主体は農地中間管理機構として福島県から指定された（公財）福島県農業振興公社 

※「農地中間管理機構の特例事業に係るあっせん委員会（市開催）」は年間２回開催 

※端数を四捨五入しているため合計値等が一致しない場合があります。 

※公社が買入農地を合筆したため、公社買入の筆数と公社売渡の筆数が一致しないもの。 
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４．農地利用集積の実績 

№ 担い手の分類 

令和２年度末累計 令和３年度末累計 比較増減 

経営体数 

（人・体） 

面積 

（ha） 

経営体数 

（人・体） 

面積 

（ha） 

経営体数 

（人・体） 

面積 

（ha） 

１ 認定農業者 249 1,724.8 259 1,853.0 10 128.1 

２ 
基本構想水準 

到達者 
101 268.0 108 325.5 7 57.6 

３ 集落営農経営 0 0 0 0 0 0 

４ 認定新規就農者 6 7.0 7 10.9 1 3.9 

合計 356 1,999.8 374 2,189.4 18 189.6 

※「担い手及びその農地利用の実態に関する調査の実施について（平成26年９月24日付け26

経営第1650号農林水産省経営局長通知）」に基づく市調査結果。 

※端数を四捨五入しているため合計値等が一致しない場合があります。 

 

５．遊休農地に関する措置の実績 

（１）利用状況調査の実績      （２）非農地判断の実績 

区分 筆数 面積  区分 所有者等 筆数 面積 

１号※ 4,185 313ha  事前通知 ０名  ０  ０ha  

２号※ 1,968 153ha  非農地判断※ ０名  ０  ０ha  

 

※１号：農地法第32条第１項第１号に該当する農地（農地法第30条の規定に基づき実施した

農地の利用状況調査の結果、現に耕作の目的に供されておらず、かつ、引き続き耕作の目

的に供されないと見込まれる農地） 

※２号：農地法第32条第１項第２号に該当する農地（農地法第30条の規定に基づき実施した

農地の利用状況調査の結果、その農業上の利用の程度がその周辺の地域における農地の利

用の程度に比し著しく劣っていると認められる農地） 

※非農地判断：荒廃農地調査において「再生困難」とされた農地等について、事前通知によ

る所有者等の意思確認を踏まえ、農地法が適用されない土地として農業委員会が判断。 
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６．その他の主たる事業の実績 

 

（１）農地等利用最適化推進施策の改善に関する意見の提出 

 

  （と き）令和３年６月 28日 

（ところ）市役所本庁舎３階 第３会議室 

（概 要）第 16期農業委員会体制における任期３年間の活動の総仕上げとして、「農 

業委員会等に関する法律」第 38条第１項の規定に基づき、農地等利用最適 

化推進施策の改善に関する意見を市長に提出。 

  （意 見）⑴ 担い手への農地の集積・集約化に関する事項（６件） 

⑵ 遊休農地の発生防止・解消に関する事項（11件） 

⑶ 新規参入の促進に関する事項（６件） 

⑷ その他の必要な事項（７件） 

 

 

（２）農地等の利用の最適化の推進に関する指針の改定 

 

  （概 要）農業委員と農地利用最適化推進委員が連携し、地域における活動を通じて、 

「農地等の利用の最適化」が全市的に進んでいくよう、具体的な目標と推進 

方法を定めた「農地等の利用の最適化の推進に関する指針」を平成 30年 11 

月に策定した。 

また、同指針は、令和５年を目標とした上で、委員改選期である令和３年に 

検証・見直しを行うこととしていたため、必要な改定を行ったもの。 

  （改定日）令和３年 12月 17日 

  （目 標）⑴ 遊休農地の解消目標 

区分 
管内の農地面積 

（Ａ） 

遊休農地面積 

（Ｂ） 

遊休農地の割合 

（Ｂ/Ａ） 

現 状 

（Ｒ３年３月） 
7,922ha 442ha 5.6％ 

目 標 

（Ｒ６年３月） 
7,722ha 432ha 5.6％ 

⑵ 担い手への農地利用集積目標 

区分 
管内の農地面積 

（Ａ） 

遊休農地面積 

（Ｂ） 

遊休農地の割合 

（Ｂ/Ａ） 

現 状 

（Ｒ３年３月） 
7,620ha 2,007.4ha 26.3％ 

目 標 

（Ｒ６年３月） 
7,400ha 5,032.0ha 68.0％ 

⑶ 新規参入の促進目標 

区分 新規参入者数 

現 状 

（Ｒ３年３月） 
27経営体 

目 標 

（Ｒ６年３月） 
57経営体 
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（３）農地パトロール（農地利用状況調査）強化月間の活動実績 

 

  （期 間）令和３年８月２日～11月30日 

  （内 容）農業委員及び農地利用最適化推進委員合同による下記調査を実施 

⑴ 新規就農者の耕作状況確認のための現地調査 

⑵ 転用行為の進捗状況及び履行状況調査 

⑶ 違反転用の状況調査 

⑷ 営農型太陽光発電設備の設置に係る営農状況調査 

⑸  利用状況調査結果のＢ分類に属する農地の非農地判断に係る現地調査 

⑹ 農地改良工事届の履行状況調査 

 

 

（４）農地流動化情報の発信（農業委員会だよりへの掲載） 

号数 発行月 掲載件数 掲載筆数 掲載面積 

№189 令和３年４月 7件 9筆  118.86ａ 

臨時号 令和３年７月 34件  48筆  375.82ａ 

№190 令和３年９月 7件 9筆  95.52ａ 

№191 令和４年１月 7件 15筆 96.26ａ 

 

（５）農作業労働賃金標準額の作成 

   令和３年７月から、総会において協議を重ね、燃料代の高騰や、機械の購入・更新費

用の負担、実際の取引価格との乖離等を理由として、次の６項目について改定を実施。 

 

   ①育苗（670円⇒730円）、②畦ぬり（50円⇒55円）、③もみ摺（300円⇒350円）、④

もみ摺・色彩選別機同時（400円⇒450円）、⑤福島県最低賃金（800円⇒828円）、⑥畑

作業（6,500円⇒6,700円） 

 

（６）農業者年金業務受託事業 

ア 加入者数及び受給者数 

加入者数 

（被保険者） 

受給者数 

 経営移譲年金 （特例）老齢年金 

27人 438人 233人 205人 

※農業者年金裁定請求処理前の死亡届についても受給者数に反映 

イ 加入者（新規）数及び受給者数の推移 

 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

加入者数 25人 25人 23(1)人 23人 23人 27(5)人 

受給者数 670人 644人 582人 538人 503人 438人 

（ ）内は新規加入者数で内数 
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ウ 事務取扱件数 

区分 加入 脱退 
受給資格喪失 

（死亡届等） 

裁 定 請 求 

経営移譲・特例付加 老齢 死亡一時金 

件数 5件 1件 66件 0件 １件 0件 

 

（７）納税猶予制度の適用状況（所管税務署の通知等により把握している数値） 

種別 
全 体 現地調査※ 免除確定 

筆数 面積（ａ） 該当者数 筆数 面積（ａ） 筆数 面積（ａ） 

贈与税 1,420 13,677 104人 － － 103 832 

相続税 588 4,397  66人 83 650 19 134 

※所管税務署の依頼に基づき実施した相続税の納税免除が見込まれる農地の利用状況調査 

 

（８）表彰等の実績 

    

   第 38回農業委員会情報紙コンクール（福島県） 

福島民報社長賞（いわき市農業委員会だより№187） 

  

 

（９）農業委員活動状況（農業委員活動記録簿集計結果） 

(第16期) 
報告 

人数 

相談 

業務 

農地パト

ロール等 

地区の座談

会・集会等 

農家意向 

調査 
その他 合計 

４月  22人 20件   3件   5件 9件  54件  91件 

５月  20人  15件  11件   0件 20件  36件  82件 

６月  17人  20件   7件   2件 0件  38件  67件 

７月  12人  13件   4件   0件 0件  57件  74件 

合計  71人  68件  25件   7件 29件 185件 314件 

 

(第17期) 
報告 

人数 

相談 

業務 

農地パト

ロール等 

地区の座談

会・集会等 

農家意向 

調査 
その他 合計 

７月  21人  18件   7件   0件  0件  89件  114件 

８月  22人  30件   8件  1件 0件  59件   98件 

９月  24人  23件  15件  3件 0件  45件   86件 

10月  24人  19件   9件  2件 0件  65件   95件 

11月  24人  39件   6件  5件 0件  81件  131件 

12月  24人  21件  12件   7件 1件  43件   84件 

１月  24人  29件  13件   1件 0件  50件   93件 

２月  24人  32件  15件   2件 0件  46件   95件 

３月  24人  13件   8件   2件  0件  56件   79件 

合計 211人 224件   93件  23件  1件 534件  875件 
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（10）農地利用最適化推進委員活動状況（推進委員活動記録簿集計結果） 

(第16期) 
報告 

人数 

相談 

業務 

利用状況

調査 

地区の座談

会・集会等 

利用意向

調査 
その他 合計 

４月 17人 2件 7件 2件   51件 13件 75件 

５月 15人 7件 17件 2件 17件 2件 45件 

６月 18人 3件 11件 3件 4件 27件 48件 

７月 17人 4件 6件 2件 1件 46件 59件 

合計  67人 16件  41件  9件 73件 88件  227件 

 

(第17期) 
報告 

人数 

相談 

業務 

利用状況

調査 

地区の座談

会・集会等 

利用意向

調査 
その他 合計 

７月 26人 3件 6件 2件 1件 73件 85件 

８月 24人 9件 26件 2件 1件 36件 74件 

９月 30人 8件 36件 3件 1件 67件 115件 

10月 30人 21件 41件 6件 33件 41件 142件 

11月 32人 4件 39件 15件 2件 39件 99件 

12月 32人 11件 45件 2件 2件 38件 98件 

１月 32人 9件 37件 3件 1件 35件 85件 

２月 32人 13件 49件 6件 9件 21件 98件 

３月 32人 0件 51件 1件 0件 14件 66件 

合計 270人 78件 330件 40件 50件 364件  862件 

 

７．印刷物等の作成・配布実績 

№ 名称等 作成部数 配付（配布）時期 配付（配布）先 

１ 令和２年度業務報告書 100部  ５月 
農業委員、 

関係機関・団体等 

２ 令和３年度業務計画書 100部  ７月 
農業委員、 

関係機関・団体等 

３ 
農業委員会だより 

№189～191、臨時号 
10,000部  

４月、７月 

９月、１月 

市内農家等、 

関係機関・団体等 

４ 農作業労働賃金標準額 11,000部  １月 
市内農家等、 

関係機関・団体等 

５ 農地賃借料情報 11,000部  １月 
市内農家等、 

関係機関・団体等 

※実績年度は配布時期に基づき整理。一部印刷物は会計処理年度と一致しない。 
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